
第 73 期決算公告 令和８年６月17日
東京都港区六本木五丁目10番31号

株式会社文化工房
代表取締役 佐藤 耕二

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,184,012
固 定 資 産 1,158,762
資 産 合 計 2,342,775

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 699,822
固 定 負 債 216,776
退職給付引当金 216,776
株 主 資 本 1,426,176
資 本 金 60,000
利 益 剰 余 金 1,366,176
利 益 準 備 金 15,000
その他利益剰余金 1,351,176
(うち当期純利益) (103,711)

負債・純資産合計 2,342,775

第 16 期決算公告 令和８年６月11日
東京都港区新橋三丁目４番５号

国際原子力開発株式会社
代表取締役社長 安藤 康志

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 277,560
固 定 資 産 20,415
資 産 合 計 297,975

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 11,784
賞 与 引 当 金 5,598
株 主 資 本 286,191
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 100,000
資 本 準 備 金 100,000
利 益 剰 余 金 108,691
その他利益剰余金 108,691
(うち当期純損失) (5,582)
自 己 株 式 22,500
負債・純資産合計 297,975

第３期決算公告 令和８年６月24日
東京都千代田区大手町一丁目２番１号

株式会社ＧＸコンシェルジュ
代表取締役 五島 敦

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 270,269
固 定 資 産 3,060
繰 延 資 産 3,056
資 産 合 計 276,385

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 54,916
株 主 資 本 221,469
資 本 金 200,000
資 本 剰 余 金 200,000
資 本 準 備 金 200,000
利 益 剰 余 金 178,531
その他利益剰余金 178,531
(うち当期純損失) (114,561)

負債・純資産合計 276,385

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年７月３日

東京都港区芝大門二丁目１番16号
ATEC Japan株式会社
代表取締役 齋藤 広幸

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 188,750
固 定 資 産 33,913
資 産 合 計 222,663

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 19,414
固 定 負 債 1,620,161
株 主 資 本 1,328,084
資 本 金 8,000
利 益 剰 余 金 1,336,084
その他利益剰余金 1,336,084
(うち当期純損失) (590,556)

評価・換算差額等 88,827
為替換算調整勘定 88,827
負債・純資産合計 222,663

第 44 期決算公告 令和８年６月26日
横浜市保土ケ谷区神戸町134番地

横浜ケーブルビジョン株式会社
代表取締役 田島 真

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 965
固 定 資 産 4,732
資 産 合 計 5,698

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,250
(うち賞与引当金) (15)
固 定 負 債 661
株 主 資 本 3,786
資 本 金 320
利 益 剰 余 金 3,466
利 益 準 備 金 80
その他利益剰余金 3,386
(うち当期純利益) (393)

負債・純資産合計 5,698

第 40 期 決 算 公 告
令和８年６月 12 日

神奈川県平塚市明石町２番20号
日産車体コンピュータサービス株式会社

代表取締役 森 猛
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 3,154,705
固 定 資 産 605,129
合 計 3,759,834

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 645,377
固 定 負 債 454,754
株 主 資 本 2,659,703
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 2,559,703
利 益 準 備 金 3,600
その他利益剰余金 2,556,103
(うち当期純利益) (164,871)
合 計 3,759,834

第 70 期決算公告 令和８年７月３日
長野県飯山市大字野坂田935番地

メイコーエレクコンポーネント株式会社
代表取締役社長 土屋 雅広

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,663
固 定 資 産 1,550
資 産 合 計 5,213

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 8,238
賞 与 引 当 金 82
固 定 負 債 14
株 主 資 本 3,039
資 本 金 90
資 本 剰 余 金 30
その他資本剰余金 30
利 益 剰 余 金 3,159
その他利益剰余金 3,159
(うち当期純利益) (130)

負債・純資産合計 5,213

第８期決算公告 令和８年７月３日
愛知県豊橋市老津町字今下137番地の２

株式会社豊田鉄工
代表取締役 勘解由明久

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 257,702
固 定 資 産 25,409
合 計 283,112

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 71,901
固 定 負 債 38,792
株 主 資 本 172,419
資 本 金 8,800
資 本 剰 余 金 47,303
資 本 準 備 金 8,800
その他資本剰余金 38,503
利 益 剰 余 金 116,316
その他利益剰余金 116,316
(うち当期純利益) (29,530)
合 計 283,112

第７期決算公告 令和８年６月30日
福岡県福岡市博多区博多駅東１1825
第五博多偕成ビル２Ｆ
ジャパンエレベーターサービス九州
株式会社

代表取締役 副島 健治
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 466,970
固 定 資 産 27,093
資 産 合 計 494,063

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 198,185
賞 与 引 当 金 50,616
そ の 他 147,569
株 主 資 本 295,878
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 285,878
繰越利益剰余金 285,878
(うち当期純利益) (154,756)

負債・純資産合計 494,063

第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年５月 28 日
東京都千代田区永田町二丁目11番１号
山王パークタワーアネックス棟２Ｆ

ＰＹＭ一般財団法人
代表理事 武井 真司

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 30,532
合 計 30,532

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 113
一 般 純 資 産 30,419

合 計 30,532

第 15 期 決 算 公 告
令和８年７月３日
長野県諏訪市湖岸通り二丁目１番１号
公益財団法人サンリツ服部美術館

代表理事 服部 孝子
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 76,258
固 定 資 産 22,361,470
合 計 22,437,729

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 3,124
固 定 負 債 48
負 債 合 計 3,172
指定正味財産 13,819,162
一般正味財産 8,615,393
正味財産合計 22,434,556
合 計 22,437,729

第 25 期 決 算 公 告
令和８年５月 26 日

山形県天童市大字山口字大仏1655
日本電子山形株式会社
代表取締役 石澤 利浩

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 537,255
固 定 資 産 209,245
合 計 746,500

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 217,864
固 定 負 債 327,820
株 主 資 本 200,816
資 本 金 40,000
利 益 剰 余 金 160,816
利 益 準 備 金 10,000
その他利益剰余金 150,816
(うち当期純利益) (42,479)
合 計 746,500

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報 
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